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した時、多くの場合に想定されているのは複数の国家の比較であろうが、まさに “State politics is 













































　通年議会の導入（2014 年 5 月）が、2014 年版の京都市のランキングに大きく影響している様であ









（Przeworski and Teune 1970）、本稿でも固有名詞を忘れることを試みたい。
　町田市では「若い人や女性が当選しやすいことが影響しているのではないか」という意見もある。
確かに町田市や東村山市といったランキングの順位の高いところでは、女性議員が多いところもある。
町田市議会では 36 人中 9 人（25％）が女性であり、東村山市議会では 25 人中 10 人（40％）と高い








　町田市議会は定数が 36 であり、有権者の 1/37（＝2.7％）の票で当選可能である（建林・曽我・待
鳥 2008, 74-75）。従って、理論上のハードルはそれほど高くない。しかしながら、2014 年の町田市議
会議員選挙では定数 36 名で 7 人の初当選であり、7/36＝19.4％という数値は高くはない。例えば、




12、府議選では最小 1 から最大 6 となっている。
　2015 年市会議員選挙での当選者に占める新人の率は確かに非常に高いが（31.3％）、評価の対象と
地方議会改革と議会基本条例144
なっているのは 2011 年改選の議会であり、この時は 12/69＝17.4％とそれほど高くはない（表 1）。現
職議員の落選は 6 人であるが、これも流動性というよりは政党の戦略という視点から考えることがで
きる。
　定数 12 の伏見区がヒントを与えてくれる。伏見区では 2011 年の選挙で共産党が 3 人の現職と 1 人
の新人を立てた結果、現職 1 人を除いて落選という結果になった。2015 年の選挙では共産党は候補
者を 3 人に絞り、全員を当選させている。







表 1：京都市会議員選挙の結果（2011 年 4 月。括弧内は 2015 年 4 月）
当 選 数 新人当選 現職落選
自　民 23（21） 3（ 6） 0（ 2）
民　主 13（ 7） 2（ 0） 3（ 5）
公　明 12（11） 2（ 2） 0（ 0）
共　産 15（18） 0（ 6） 3（ 1）
京都党 4（ 5） 3（ 3） 0（ 1）
無所属・その他 *2（**5） 2（ 4） 0（ 2）
合　計 69（67） 12（21） 6（11）
     ＊無所属 1（新人）、みんなの党 1（新人）、＊＊無所属 1（現職）、維新 4（全て新人）
     出典：筆者作成。
第 3 節：京都府
　2015 年府議会議員選挙における新人の割合は、11/60＝18.3％で平均以下となっている。議会基本
条例を制定した議員を選出した 2011 年選挙でも 23.3％とそれほど高くはない。また、現職候補の落





京区選挙区では定数が 5 から 4 に減った中で現職を 2 人立てたため 1 人のみの当選となった。定数が
更に削減されて 3 となった 2015 年府議会議員選挙では共産党は候補を 1 人に絞りトップ当選させた。
この時は自民党、民主党、共産党が現職を 1 人ずつ、京都党が新人を 1 人立てて、現職 3 人が当選し
た。トップから最下位までが 10,000 票台であり、いずれの政党も 2 人を当選させる確率は低かった。
表 2：京都府議会議員選挙の結果（2011 年 4 月。括弧内は 2015 年 4 月）
当 選 数 新人当選 現職落選
自　民 25（27） 5（ 3） 1（ 0）
民　主 15（ 9） 5（ 3） 0（ 2）
公　明 5（ 5） 1（ 0） 0（ 0）
共　産 11（14） 3（ 1） 2（ 0）
維　新 （ 2） （ 2） （ 0）
無所属・その他 4（ 3） 0（ 2） *2（ 1）




















革白書』によると前者が 363 自治体、後者が 323 自治体）。
　そこで本稿では、自治基本条例と呼応する議会制度改革として議会基本条例を取り上げる。議会基
本条例とは、個別の規則を越えて、包括的に議会の在り方を規定するための条例であり、北海道栗山











































なる可能性は確かにある。例えば、北海道稚内市のホームページでは、2003 年 8 月 1 日に施行され















自治基本条例のみ  63 152
議会基本条例のみ 129 126
出典：筆者作成。











議会基本条例あり  90 18  255
議会基本条例なし 160 55  982









したため（2007 年 4 月 1 日施行）、「議会が執行部優位の現状に安住し、本来の二元代表制の一翼を
担っているという自覚を忘れているのではないかとの危機感」が強まり、一年足らずの内に議会基本
条例を作り上げている（長谷川 2009, 23）。また、三重県伊賀市でも、議会基本条例（2007 年 2 月 28
地方議会改革と議会基本条例 149
日施行）を 2003 年の「自治基本条例を根拠に制定」している（森岡 2009, 26）。しかしながら、こう
した執行部への対応の中で議会基本条例ができるということはまれである様だ。2009 年版の『議会


















議会基本条例あり  8 2 11













































 1 ）本研究は基盤研究 A（課題番号：25245019、課題名：公共政策の総論的分析）の成果の一部である。2015
年 8 月の研究合宿で貴重なコメントを頂戴した参加者各位に感謝する次第である。また、草稿段階で、京都産
業大学世界問題研究所での報告の機会を頂戴した（2015 年 6 月 24 日：タイトル「日本における地方議会改
革」）。同じく参加者に謝意を示すものである。
 2 ）参考文献で論文名を掲載している Susan Hansen 教授がピッツバーグ大学における State Politics の授業で常に
強調してきたポイントである。
 3）http://www.maniken.jp/gikai/（2015 年 11 月 28 日閲覧）
 4 ）これら 6 議会の議員や事務局との意見交換で述べられたことは必ずしも公的なものでないため、発言者の名
前が特定されない形で「意見」「コメント」として掲載する。
 5）『朝日新聞』2015 年 4 月 14 日朝刊、5 頁
 6 ）自民党のホームページ掲載のパフレット参照（2015 年 11 月 25 日閲覧）。
  https://www.jimin.jp/policy/pamphlet/pdf/jichikihonjyourei_01.pdf
 7 ）2014 年版も存在するが、2014 年の議会改革度ランキングと結び付ける可能性も考えて、時間的に先行する
2013 年版を採用している。
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 1． 議会基本条例と議会に関する規定を「含む」自治基本条例を制定済みの自治体（政令指定都市を除く 84 市
町村）
北海道：名寄市、三笠市、登別市、福島町、和寒町、鹿追町、士別市、大空町
岩手県：北上市、西和賀町、宮古市、花巻市、奥州市
宮城県：登米市、東松島市、柴田町
秋田県：にかほ市
山形県：庄内町
福島県：大玉村、会津坂下町
栃木県：栃木市、鹿沼市
埼玉県：所沢市、春日部市、富士見市、三郷市、宮代町
千葉県：流山市
東京都：多摩市
神奈川県：湯河原町、茅ヶ崎市、大磯町、大井町、開成町、愛川町
新潟県：上越市、阿賀野市
石川県：七尾市、加賀市、白山市
福井県：あわら市、越前市、坂井市
長野県：上松町
岐阜県：多治見市、瑞穂市、池田町
静岡県：牧之原市
愛知県：豊田市、岩倉市、新城市、高浜市、日進市、田原市
三重県：四日市市、鈴鹿市、伊賀市
滋賀県：近江八幡市
京都府：京丹後市
大阪府：岸和田市、大東市
兵庫県：篠山市、養父市、朝来市、宍粟市、西脇市、三田市、丹波市
鳥取県：北栄町
岡山県：新見市、笠岡市、瀬戸内市
広島県：三次市、庄原市
山口県：防府市、山陽小野田市
香川県：丸亀市、善通寺市
高知県：四万十町
大分県：大分市、豊後大野市
宮崎県：えびの市、三股町
鹿児島県：薩摩川内市
 2． 議会基本条例と議会に関する規定を「含まない」自治基本条例を制定済み（政令指定都市を除く15市町村）
北海道帯広市、宮城県亘理町、秋田県仙北市、福島県会津美里町、新潟県新発田市、長野県軽井沢町、長野
県木曽町、岐阜県可児市、三重県亀山市、滋賀県野洲市、兵庫県宝塚市、島根県邑南町、広島県廿日市市、
山口県山口市、福岡県宗像市
